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(57)【要約】
【課題】冗長系を備える電子制御手段と一体化された電
動モータ部よりなる電動駆動装置が半径方向に大型化す
るのを抑制すると共に、できるだけ部品点数を少なくし
て構成が簡単な放熱構造を備える新規な電動駆動装置及
び電動パワーステアリング装置を提供することにある。
【解決手段】電動モータ部ＥＭに隣接して電動モータの
回転軸５０付近で回転軸方向に延びる放熱基体２３を設
け、放熱基体２３が延びる方向に沿って冗長系の一方の
電子制御手段の基板２４を熱伝導可能に放熱基体２３に
固定し、一方の電子制御手段の基板２４に向かい合うよ
うにして、他方の電子制御手段の基板２６を熱伝導可能
に放熱基体２３に固定し、夫々の電子制御手段の基板２
４、２６からの熱を放熱基体２３を介してモータハウジ
ング２０に放熱する。また、放熱基体とモータハウジン
グの間に電動モータの各相の中性端子３１の夫々が接続
された回転位置検出回路基板２２を備えている。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　機械系制御要素を駆動する電動モータが収納されたモータハウジングと、
　前記電動モータの回転軸の出力部とは反対側の前記モータハウジングの端面に固定され
、前記出力部とは反対側の回転軸方向に延びる放熱基体と、
　前記放熱基体が延びる方向に沿って配置され、前記放熱基体に熱伝導可能に取り付けら
れた基板を備える冗長系の一方の電子制御手段と、
　前記放熱基体が延びる方向に沿って配置され、前記放熱基体に熱伝導可能に取り付けら
れた基板を備える前記冗長系の他方の電子制御手段と、
　前記放熱基体と前記モータハウジングの前記端面の間に配置され、前記電動モータのロ
ータ磁極位置情報を検出する検出素子が設けられている共に、前記電動モータの各相の中
性端子の夫々が接続された回転位置検出回路基板と
を備えたことを特徴とする電動駆動装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の電動駆動装置において、
　前記回転位置検出回路基板には、前記各相の中性端子の夫々を電気的に接続する配線パ
ターンが形成されていることを特徴とする電動駆動装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の電動駆動装置において、
　前記回転位置検出回路基板と前記放熱基体の間から、前記一方の電子制御手段からの出
力端子と、前記他方の電子制御手段からの出力端子とが径方向外側に突出されており、前
記電動モータの各相の入力端子の夫々が前記出力端子に直接的に接続されていることを特
徴とする電動駆動装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の電動駆動装置において、
　前記放熱基体は前記回転軸が配置されている領域付近の前記モータハウジングの前記端
面に固定されており、
　前記一方の電子制御手段と前記他方の電子制御手段は、前記放熱基体を挟んで対向する
位置に配置されていることを特徴とする電動駆動装置。
【請求項５】
　請求項４に記載の電動駆動装置において、
　前記放熱基体には、前記一方の電子制御手段の前記基板の取付面と、前記他方の電子制
御手段の前記基板の取付面とが形成されており、更に前記両取付面には収納凹部と、これ
を囲む取付平面部が形成されており、前記収納凹部には前記両電子制御手段を構成する電
力変換回路基板が取り付けられ、前記取付平面部には前記電力変換回路基板を覆うように
、前記両電子制御手段を構成する制御回路基板が取り付けられていることを特徴とする電
動駆動装置。
【請求項６】
　請求項５に記載の電動駆動装置において、
　前記モータハウジングの前記端面には前記電動モータのロータの回転位置を検出する位
置検出回路基板が取り付けられており、
　更に、前記モータハウジングの前記端面には、前記位置検出回路基板を挟んで互いに対
向する位置に前記放熱基体を支持する支持軸が一体的に設けられ、前記支持軸に前記放熱
基体が固定されていることを特徴とする電動駆動装置。
【請求項７】
　請求項５に記載の電動駆動装置において、
　前記両電子制御手段を構成する前記電力変換回路基板は、電力変換回路と電解コンデン
サを除いた電源回路が実装されており、前記両電子制御手段を構成する前記制御回路基板
は、前記電力変換回路を制御するマイクロコンピュータ及びその周辺回路と、前記電源回
路の前記電解コンデンサが実装されていることを特徴とする電動駆動装置。
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【請求項８】
　ステアリングシャフトの回動方向と回動トルクとを検出するトルクセンサからの出力に
基づきステアリングシャフトに操舵補助力を付与する電動モータと、
　前記電動モータが収納されたモータハウジングと、
　前記電動モータの回転軸の出力部とは反対側の前記モータハウジングの端面に固定され
、前記出力部とは反対側の回転軸方向に延びる放熱基体と、
　前記放熱基体が延びる方向に沿って配置され、前記放熱基体に熱伝導可能に取り付けら
れた基板を備える冗長系の一方の電子制御手段と、
　前記放熱基体が延びる方向に沿って配置され、前記放熱基体に熱伝導可能に取り付けら
れた基板を備える前記冗長系の他方の電子制御手段と、
　前記放熱基体と前記モータハウジングの前記端面の間に配置され、前記電動モータのロ
ータ磁極位置情報を検出する検出素子が設けられている共に、前記電動モータの各相の中
性端子の夫々が接続された回転位置検出回路基板と
を備えたことを特徴とする電動パワーステアリング装置。
【請求項９】
　請求項８に記載の電動パワーステアリング装置において、
　前記回転位置検出回路基板には、前記各相の中性端子の夫々を電気的に接続する配線パ
ターンが形成されていることを特徴とする電動パワーステアリング装置。
【請求項１０】
　請求項９に記載の電動パワーステアリング装置において、
　前記回転位置検出回路基板と前記放熱基体の間から、前記一方の電子制御手段からの出
力端子と、前記他方の電子制御手段からの出力端子とが径方向外側に突出されており、前
記電動モータの各相の入力端子の夫々が前記出力端子に直接的に接続されていることを特
徴とする電動パワーステアリング装置。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の電動パワーステアリング装置において、
　前記放熱基体は前記回転軸が配置されている領域付近の前記モータハウジングの前記端
面に固定されており、
　前記一方の電子制御手段と前記他方の電子制御手段は、前記放熱基体を挟んで対向する
位置に配置されていることを特徴とする電動パワーステアリング装置。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の電動パワーステアリング装置において、
　前記放熱基体には、前記一方の電子制御手段の前記基板の取付面と、前記他方の電子制
御手段の前記基板の取付面とが形成されており、更に前記両取付面には収納凹部と、これ
を囲む取付平面部が形成されており、前記収納凹部には前記両電子制御手段を構成する電
力変換回路基板が取り付けられ、前記取付平面部には前記電力変換回路基板を覆うように
、前記両電子制御手段を構成する制御回路基板が取り付けられていることを特徴とする電
動パワーステアリング装置。
【請求項１３】
　請求項１２に記載の電動パワーステアリング装置において、
　前記モータハウジングの前記端面には前記電動モータのロータの回転位置を検出する位
置検出回路基板が取り付けられており、
　更に、前記モータハウジングの前記端面には、前記位置検出回路基板を挟んで互いに対
向する位置に前記放熱基体を支持する支持軸が一体的に設けられ、前記支持軸に前記放熱
基体が固定されていることを特徴とする電動パワーステアリング装置。
【請求項１４】
　請求項１２に記載の電動パワーステアリング装置において、
　前記両電子制御手段を構成する前記電力変換回路基板は、電力変換回路と電解コンデン
サを除いた電源回路が実装されており、前記両電子制御手段を構成する前記制御回路基板
は、前記電力変換回路を制御するマイクロコンピュータ及びその周辺回路と、前記電源回
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路の前記電解コンデンサが実装されていることを特徴とする電動パワーステアリング装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は電動駆動装置及び電動パワーステアリング装置に係り、特に電子制御装置を内
蔵した電動駆動装置及び電動パワーステアリング装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　一般的な産業機械分野においては、電動モータによって機械系制御要素を駆動すること
が行われているが、最近では電動モータの回転速度や回転トルクを制御する半導体素子等
からなる電子制御部を電動モータに一体的に組み込む、いわゆる機電一体型の電動駆動装
置が採用され始めている。
【０００３】
　機電一体型の電動駆動装置の例として、例えば自動車の電動パワーステアリング装置に
おいては、運転者がステアリングホィールを操作することにより回動するステアリングシ
ャフトの回動方向と回動トルクとを検出し、この検出値に基づいてステアリングシャフト
の回動方向と同じ方向へ回動するように電動モータを駆動し、操舵アシストトルクを発生
させるように構成されている。この電動モータを制御するため、電子制御部（ＥＣＵ：Ｅ
ｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｕｎｉｔ）がパワーステアリング装置に設けられ
ている。
【０００４】
　従来の電動パワーステアリング装置としては、例えば、特開２０１３－６０１１９号公
報（特許文献１）に記載のものが知られている。特許文献１には、電動モータ部と電子制
御部とにより構成された電動パワーステアリング装置が記載されている。そして、電動モ
ータ部の電動モータは、アルミ合金等から作られた筒部を有するモータハウジングに収納
され、電子制御部の電子部品が実装された基板は、モータハウジングの軸方向の出力軸と
は反対側に配置されたＥＣＵハウジングに収納されている。ＥＣＵハウジングの内部に収
納される基板は、電源回路部、電動モータを駆動制御するＭＯＳＦＥＴ、或いはＩＧＢＴ
等のようなパワースイッチング素子を有する電力変換回路部と、パワースイッチング素子
を制御する制御回路部とを備え、パワースイッチング素子の出力端子と電動モータの入力
端子とはバスバーを介して電気的に接続されている。
【０００５】
　そして、ＥＣＵハウジングに収納された電子制御部には、合成樹脂から作られたコネク
タ端子組立体を介して電源から電力が供給され、また検出センサ類から運転状態等の検出
信号が供給されている。コネクタ端子組立体は蓋体として機能しており、ＥＣＵハウジン
グに形成された開口部を塞ぐようにして電子制御部と接続され、また固定ボルトによって
ＥＣＵハウジングの外表面に固定されている。
【０００６】
　尚、この他に電子制御部と電動モータ部を一体化した電動駆動装置としては、電動ブレ
ーキや各種油圧制御用の電動油圧制御器等が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１３－６０１１９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　ところで、特許文献１に記載されている電動パワーステアリング装置は自動車のエンジ
ンルーム内に配置されることから、小型に構成されることが必要である。特に最近では自
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動車のエンジンルーム内は、排気ガス対策機器や安全対策機器等の補機類が多く設置され
る傾向にあり、電動パワーステアリング装置を含めて各種補機類はできるだけ小型化する
ことや部品点数を低減することが求められている。
【０００９】
　そして、特許文献１にあるような構成の電動パワーステアリング装置においては、電源
回路部、電力変換回路部、及び制御回路部が、半径方向に沿って設置された２枚の基板に
実装されている。このため、電動モータを制御するための必要な電気部品の部品点数は大
まかに決まっているので、２枚の基板にこれらの部品点数の電気部品を実装すると、電子
制御部を収納しているＥＣＵハウジングが自ずと半径方向に大きくなる。
【００１０】
　更に、電動パワーステアリング装置においては、自動車の操舵を行うため安全性が特に
要求されており、二重系のような冗長系を備えた電子制御部とする必要がある。このため
、冗長系の構成として同じ電子制御部が２系統必要になり、この点からもＥＣＵハウジン
グが更に大きくなる傾向にある。
【００１１】
　そして、電動パワーステアリング装置はその構造上から長手方向には軸長の制限は比較
的少なく、半径方向の大型化が制限される傾向にある。したがって、電動駆動装置を半径
方向へ小型化することが要請されているのが現状である。
【００１２】
　この場合、電動モータ部の入力端子と出力端子を、電子制御部と如何にして接続するか
も含めて解決すべき課題となっている。また、これに加えて、電源回路部や電力変換回路
部を構成する電気部品は発熱量が大きく、小型化する場合はこの熱を効率よく外部に放熱
してやる必要がある。
【００１３】
　本発明の目的は、冗長系を備える電子制御部と一体化された電動モータ部よりなる電動
駆動装置が半径方向に大型化するのを抑制すると共に、できるだけ部品点数を少なくして
構成が簡単な放熱構造を備える新規な電動駆動装置及び電動パワーステアリング装置を提
供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明の特徴は、機械系制御要素を駆動する電動モータが収納されたモータハウジング
と、電動モータの回転軸の出力部とは反対側のモータハウジングの端面に固定され、出力
部とは反対側の回転軸方向に延びる放熱基体と、放熱基体が延びる方向に沿って配置され
、放熱基体に熱伝導可能に取り付けられた基板を備える冗長系の一方の電子制御手段と、
放熱基体が延びる方向に沿って配置され、放熱基体に熱伝導可能に取り付けられた基板を
備える冗長系の他方の電子制御手段と、放熱基体とモータハウジングの端面の間に配置さ
れ、電動モータのロータ磁極位置情報を検出する検出素子が設けられている共に、電動モ
ータの各相の中性端子の夫々が接続された回転位置検出回路基板を備えた電動駆動装置、
にある。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、電動モータの回転軸方向に沿って延びる放熱基体に、これも回転軸方
向に沿って延びる電子制御部の基板を熱伝導可能に固定することで、電動駆動装置の半径
方向の大きさを縮小して小型化することができる。また、夫々の基板からの熱が放熱基体
を介して電動モータ部のハウジングに放熱されるので、小型化した場合であっても基板か
らの熱を効率よく外部に放熱することができる。更に、電動モータの各相の中性端子の夫
々が回転位置検出回路基板で接続されているので、中性端子を引き回す必要がなく構成が
極めて簡単となる。更に加えて、引き回すための空間も必要がなくなり電子制御部の小径
化が図れるものとなる。
【図面の簡単な説明】
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【００１６】
【図１】本発明が適用される一例としての操舵装置の全体斜視図である。
【図２】従来の電動パワーステアリング装置の全体斜視図である。
【図３】本発明の一実施形態になる電動パワーステアリング装置の分解斜視図である。
【図４】電動モータ部に回転角検出基板を実装した状態を示す斜視図である。
【図５】電動モータ部に取り付けられる放熱基体の斜視図である。
【図６】電動モータ部に放熱基体を実装した状態を示す斜視図である。
【図７】電動モータ部と放熱基体の固定方法を説明する断面図である。
【図８】放熱基体に冗長系の電子制御手段を固定した状態を示す斜視図である。
【図９】図８のＡ－Ａ縦断面を示し、その変形例を説明する断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施形態について図面を用いて詳細に説明するが、本発明は以下の実施
形態に限定されることなく、本発明の技術的な概念の中で種々の変形例や応用例をもその
範囲に含むものである。
【００１８】
　本発明の実施形態を説明する前に本発明が適用される一例としての操舵装置の構成につ
いて図１を用いて簡単に説明し、また、本発明の理解を助けるために、従来の電動パワー
ステアリング装置の概略の構成についても図２を用いて簡単に説明する。
【００１９】
　まず、自動車の前輪を操舵するための操舵装置について説明する。操舵装置１は図１に
示すように構成されている。図示しないステアリングホイールに連結されたステアリング
シャフト２の下端には図示しないピニオンが設けられ、このピニオンは車体左右方向へ長
い図示しないラックと噛み合っている。このラックの両端には前輪を左右方向へ操舵する
ためのタイロッド３が連結されており、ラックはラックハウジング４に覆われている。そ
して、ラックハウジング４とタイロッド３との間にはゴムブーツ５が設けられている。
【００２０】
　ステアリングホイールを回動操作する際のトルクを補助するため、電動パワーステアリ
ング装置６が設けられている。即ち、ステアリングシャフト２の回動方向と回動トルクと
を検出するトルクセンサ７が設けられ、トルクセンサ７の検出値に基づいてラックにギヤ
１０を介して操舵補助力を付与する電動モータ部８と、電動モータ部８に配置された電動
モータを制御する電子制御装置（ＥＣＵ）部９とが設けられている。電動パワーステアリ
ング装置６の電動モータ部８は、出力軸側の外周部の３箇所が図示しないボルトを介して
ギヤ１０に接続され、電動モータ８部の出力軸とは反対側に電子制御部９が設けられてい
る。
【００２１】
　従来の電動パワーステアリング装置は、図２に示すように、電動モータ部８はアルミ合
金等から作られた筒部を有するモータハウジング１１Ａ及びこれに収納された図示しない
電動モータとから構成され、電子制御部９は、モータハウジング１１Ａの軸方向の出力軸
とは反対側に配置された、アルミ合金等で作られたＥＣＵハウジング１１Ｂ及びこれに収
納された図示しない電子制御組立体から構成されている。
【００２２】
　モータハウジング１１ＡとＥＣＵハウジング１１Ｂはその対向端面で固定ボルトによっ
て一体的に固定されている。ＥＣＵハウジング１１Ｂの内部に収納された電子制御組立体
は、必要な電源を生成する電源回路部や、電動モータ部８の電動モータを駆動制御するＭ
ＯＳＦＥＴやＩＧＢＴ等からなるパワースイッチング素子を有する電力変換回路や、この
パワースイッチング素子を制御する制御回路部からなり、パワースイッチング素子の出力
端子と電動モータの入力端子とはバスバーを介して電気的に接続されている。
【００２３】
　ＥＣＵハウジング１１Ｂの端面にはコネクタ端子組立体を兼用する合成樹脂製の蓋体１
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２が固定ボルトによって固定されている。蓋体１２には電力供給用のコネクタ端子形成部
１２Ａ、検出センサ用のコネクタ端子形成部１２Ｂ、制御状態を外部機器に送出する制御
状態送出用のコネクタ端子形成部１２Ｃを備えている。そして、ＥＣＵハウジング１１Ｂ
に収納された電子制御組立体は、合成樹脂から作られた蓋体１２の電力供給用のコネクタ
端子形成部１２Ａを介して電源から電力が供給され、また検出センサ類から運転状態等の
検出信号が検出センサ用のコネクタ形成端子部１２Ｂを介して供給され、現在の電動パワ
ーステアリング装置の制御状態信号が制御状態送出用のコネクタ端子形成部１２Ｃを介し
て送出されている。
【００２４】
　ここで、蓋体１２はＥＣＵハウジング１１Ｂの開口部の全体を覆うような形状になって
いるが、各コネクタ端子を小型に形成して、ＥＣＵハウジング１１Ｂに形成された挿入孔
を挿通して電子制御装組立体と接続する構成にしても良いものである。
【００２５】
　電動パワーステアリング装置６においては、ステアリングホイールが操作されることに
よりステアリングシャフト２がいずれかの方向へ回動操作されると、このステアリングシ
ャフト２の回動方向と回動トルクとをトルクセンサ７が検出し、この検出値に基づいて制
御回路部が電動モータの駆動操作量を演算する。この演算した駆動操作量に基づいて電力
変換回路部のパワースイッチング素子により電動モータが駆動され、電動モータの出力軸
はステアリングシャフト１を操作方向と同じ方向へ駆動するように回動される。出力軸の
回動は、図示しないピニオンからギヤ１０を介して図示しないラックへ伝達され、自動車
が操舵されるものである。これらの構成、作用は既によく知られているので、これ以上の
説明は省略する。
【００２６】
　このような電動パワーステアリング装置において、上述した通り自動車のエンジンルー
ム内は、排気ガス対策機器や安全対策機器等の補機類が多く設置される傾向にあり、電動
パワーステアリング装置を含めて各種補機類はできるだけ小型化することが求められてい
る。
【００２７】
　そして、このような構成の電動パワーステアリング装置においては、電源回路部、電力
変換回路部、及び制御回路部が２枚の基板に実装され、ＥＣＵハウジングの軸に直交する
ように半径方向に設置されている。このため、電動モータを制御するための必要な電気部
品の部品点数は大まかに決まっているので、２枚の基板にこれらの部品点数の電気部品を
実装すると、電子制御部を収納しているＥＣＵハウジングが自ずと半径方向に大きくなる
。
【００２８】
　更に、電動パワーステアリング装置においては、自動車の操舵を行うため安全性が特に
要求されており、二重系のような冗長系を備えた電子制御部とする必要がある。このため
、冗長系を高める構成として同じ電子制御部が２系統必要になり、電子部品の数が２倍に
なるので、この点からもＥＣＵハウジングが更に大きくなる。
【００２９】
　そして、電動パワーステアリング装置はその構造上から長手方向には軸長の制限は比較
的少なく、半径方向の大型化が制限される傾向にある。したがって、電動駆動装置を半径
方向へ小型化することが要請されているのが現状である。
【００３０】
　この場合、電動モータ部の入力端子と出力端子を、電子制御部と如何にして接続するか
も含めて解決すべき課題となっている。また、これに加えて、電源回路部や電力変換回路
部を構成する電気部品は発熱量が大きく、小型化する場合はこの熱を効率よく外部に放熱
してやる必要がある。
【００３１】
　このような背景から、本実施形態では次のような構成の電動パワーステアリング装置を
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提案するものである。
【００３２】
　つまり、本実施形態においては、機械系制御要素を駆動する電動モータが収納されたモ
ータハウジングと、電動モータの回転軸の出力部とは反対側のモータハウジングの端面に
固定され、出力部とは反対側の回転軸方向に延びる放熱基体と、放熱基体が延びる方向に
沿って配置され、放熱基体に熱伝導可能に固定された基板を備える冗長系の一方の電子制
御手段と、放熱基体が延びる方向に沿って配置され、放熱基体に熱伝導可能に固定された
基板を備える冗長系の他方の電子制御手段と、放熱基体とモータハウジングの間に配置さ
れ、電動モータのロータ磁極位置情報を検出する検出素子が設けられている共に、電動モ
ータの各相の中性端子の夫々が接続された回転位置検出回路基板を備えている、ところに
ある。
【００３３】
　以下、本発明の一実施形態になる電動パワーステアリング装置の構成について、図３乃
至図９を用いて詳細に説明する。尚、図３は本実施形態になる電動パワーステアリング装
置の全体的な構成部品を分解して斜め方向から見た図であり、図４から図９は各構成部品
の組み立て順序にしたがって各構成部品を組み付けていった状態を示す図面である。した
がって、以下の説明では、各図面を適宜引用しながら説明を行うものとする。
【００３４】
　図３に電動パワーステアリング装置６の分解斜視図を示している。モータハウジング２
０には内部に円環状の鉄製のサイドヨーク（図示せず）が嵌合されており、このサイドヨ
ーク内に電動モータ（図示せず）が収納されているものである。電動モータの出力部２１
はギヤを介してラックに操舵補助力を付与している。尚、電動モータの具体的な構造は良
く知られているので、ここでは説明を省略する。
【００３５】
　モータハウジング２０はアルミ合金から作られており、電動モータで発生した熱や、後
述する電子制御基板に実装された電子部品で発生した熱を外部大気に放出するヒートシン
クとして機能している。電動モータとモータハウジング２０で電動モータ部ＥＭを構成し
ている。
【００３６】
　電動モータ部ＥＭの出力部２１の反対側のモータハウジング２０の端面には電子制御部
ＥＣが取り付けられている。電子制御部ＥＣは、回転位置検出回路基板２２、放熱基体２
３、第１電力変換回路基板２４、第１制御回路基板２５、第２電力変換回路基板２６、第
２制御回路基板２７、電源コネクタ２８から構成されている。
【００３７】
　ここで、第１電力変換回路基板２４、第１制御回路基板２５、第２電力変換回路基板２
６、第２制御回路基板２７は冗長系を構成するものであり、第１電力変換回路基板２４、
第１制御回路基板２５によって主電子制御手段を構成し、第２電力変換回路基板２６、第
２制御回路基板２７によって副電子制御手段を構成している。
【００３８】
　そして、通常は主電子制御手段によって電動モータが制御、駆動されているが、主電子
制御手段の第１電力変換回路基板２４や第１制御回路基板２５に異常や故障が生じると、
副電子制御手段に切り換えられ、副電子制御手段の第２電力変換回路基板２６、第２制御
回路基板２７によって電動モータが制御、駆動されるようになるものである。
【００３９】
　したがって、後述するが、放熱基体２３には通常は主電子制御手段からの熱が伝えられ
、主電子制御手段に異常や故障が生じると主電子制御手段が停止して副電子制御手段が作
動し、放熱基体２３には副電子制御手段からの熱が伝えられるものである。
【００４０】
　ただ、本実施形態では採用していないが、主電子制御手段と副電子制御手段を合せて正
規の電子制御手段として機能させ、一方の電子制御手段に異常、故障が生じると、他方の
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電子制御手段で半分の能力によって電動モータを制御、駆動することも可能である。この
場合、電動モータの能力は半分となるが、いわゆる「リンプホーム機能」は確保されるよ
うになっている。したがって、通常の場合は、主電子制御手段と副電子制御手段の熱が放
熱基体２３に伝えられるものである。
【００４１】
　電子制御部ＥＣは、従来の図２に示すようなＥＣＵハウジングに収納されておらず、こ
のため電子制御部ＥＣの熱はＥＣＵハウジングから放熱されるものではない。本実施形態
では、電子制御部ＥＣはモータハウジング２０に固定、支持される構成になっており、電
子制御部ＥＣの熱は、モータハウジング２０から主に放熱されるものである。そして、電
子制御部ＥＣと電動モータ部ＥＭの組み付けが終了すると、カバー２９で電子制御部ＥＣ
を覆い、モータハウジング２０の端面とカバー２０を突き合わせで両者を結合している。
【００４２】
　カバー２９は合成樹脂や金属で作ることができ、接着、溶着、ボルト等の固定方法、固
定手段でモータハウジング２０と一体化されている。このように、本実施形態では、電動
パワーステアリング装置としてみると、シールする部分はモータハウジング２０とカバー
２９との結合部だけであるので、シール部分の付加的な構造や、シールに必要な部品を少
なくできるものである。
【００４３】
　また、カバー２９は電子制御部ＥＣを支持する必要が無いので、厚さを薄くすることで
き、電子制御部ＥＣの半径方向の長さの縮小と軽量化に寄与している。また、カバー２９
を金属（アルミ合金や鉄等）で形成すると、放熱機能を備えることになるので、モータハ
ウジング２０からの熱がカバー２９に伝わり、放熱作用を更に高めることができる。
【００４４】
　このように本実施形態では、回転位置検出回路基板２２はモータハウジング２０の端面
に固定され、第１電力変換回路基板２４、第１制御回路基板２５、第２電力変換回路基板
２６、第２制御回路基板２７は互いに向き合いながら放熱基体２３に固定され、更に、放
熱基体２３は、モータハウジング２０の端面で回転位置検出回路基板２２を覆うようにし
て固定されている。また、カバー２９がモータハウジング２０の端面に液密的に結合され
る構成となっている。この構成が本実施形態の大きな特徴の一つである。
【００４５】
　つまり、本実施形態では、図２に示す従来の電動パワーステアリング装置のような、モ
ータハウジングの軸方向の出力軸とは反対側に配置された、アルミ合金等で作られたＥＣ
Ｕハウジングを必要としないものである。
【００４６】
　このため、従来のようにＥＣＵハウジング、ＥＣＵハウジング内の液密性を確保するシ
ール、モータハウジングとＥＣＵハウジングを固定するボルト等を必要とせず、電動パワ
ーステアリング装置自体の体格を小形にすることが可能となり、更には部品点数も少なく
することができるので、組み付け工数も併せて低減することができる。これによって、最
終的な製品単価を抑えることができ、製品競走力を高めることが可能となる。
【００４７】
　図３に戻って、モータハウジング２０の中央部には電動モータのロータ部（図示せず）
が配置されており、このロータ部の周囲に固定子巻線が巻回されている。固定巻線はスタ
ー結線されており、各相の巻線の入力端子３０と各相の中性端子３１が、モータハウジン
グ２０に設けた開口３２から突き出している。尚、本実施形態では二重系に構成されてい
るので、もう一方の系のために各相の巻線の入力端子３０と各相の中性端子３１が、モー
タハウジング２０に設けた開口３２から突き出している。これらの冗長系の入力端子３０
と中性端子３１は、互いに１８０°の間隔を置いて開口３２から突き出している。
【００４８】
　この各相の巻線の入力端子３０は、主電子制御手段を構成する第１電力変換回路基板２
４の各相の出力端子に接続されている。また、各相の中性端子３１は回転位置検出回路基
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板２２の基板上で配線パターンによって接続されて中性点を形成している。同様にもう一
方の系の各相の巻線の入力端子３０は、副電子制御手段を構成する第２電力変換回路基板
２６の各相の出力端子に接続されている。また、もう一方の系の各相の中性端子３１も回
転位置検出回路基板２２の基板上で配線パターンによって接続されて中性点を形成してい
る。基本的には冗長系であるのでほぼ同じ構成とされている。
【００４９】
　この構成も本実施形態の大きな特徴の一つである。このように、主電子制御手段及び副
電子制御手段の各相の中性端子３１を、回転位置検出回路基板２２の基板上で配線パター
ンによって接続しているので、各相の中性端子３１を引き回す必要がなく構成が極めて簡
単となる。更に加えて、各相の入力端子３０を夫々の電力変換回路基板２４、２６まで引
き回す必要がないので、この引き回すための空間も必要がなくなり電子制御部ＥＣの小径
化が更に図れるものとなる。これについては、図８を用いて説明する。
【００５０】
　尚、モータハウジング２０の２つの開口３２の間には図示していないが、ロータ部を構
成する回転軸を支持する軸受が設けられており、この軸受部分を外部から覆うように密閉
板３３がモータハウジング２０の端面側に設けられている。この密閉板３３はロータ部と
外部とを遮蔽するものであり、カバー２９が取り付けられた後に、カバー２９内に充填さ
れる充填剤がロータ部に侵入しないようにするために設けられている。尚、開口３２を通
って充填剤が巻線側に流れてくるが、巻線側は回転しないので何ら影響はないものである
。
【００５１】
　図３、図４にもある通り、モータハウジング２０の端面には回転位置検出回路基板２２
がボルト３４によって固定されており、この回転位置検出回路基板２２の基板上で各相の
中性端子３１接続されて中性点を形成している。また、開口３２と回転位置検出回路基板
２２の間から各相の巻線の入力端子３０が軸方向に沿って延びている。この入力端子３０
は後述するように、電力変換回路基板２４，２６の各相の出力端子に接続されるものであ
る。
【００５２】
　回転位置検出回路基板２２の密閉板３３側の面には、図示しないＧＭＲ(巨大磁気抵抗
効果)素子が設けられており、出力部２１とは反対側の回転軸に固定した位置検出用永久
磁石と協働してロータ部の磁極位置情報を得るようにしている。また、回転位置検出回路
基板２２のＧＭＲ素子が設けられた面の反対側の面には磁気シールド板３５が設けられて
いる。
【００５３】
　この磁気シールド板３５は、第１電力変換回路基板２４、第１制御回路基板２５、第２
電力変換回路基板２６、第２制御回路基板２７に搭載されている電子部品の動作に起因す
る磁気がＧＭＲ素子に影響を与えるのを抑制する機能を備えている。
【００５４】
　モータハウジング２０の端面には、出力部２１とは反対側に向けて軸方向に植立する支
持軸３６がモータハウジング２０と一体的に形成されている。したがって、支持軸３６は
アルミ合金で作られており、熱伝導性が高いものである。この支持軸３６は、回転位置検
出回路基板２２を挟んで約１８０°間隔で、対向するように設けられている。この支持軸
３６は、後述するように放熱基体２３を固定、支持する共に、放熱基体２３からの熱をモ
ータハウジング２０に伝える機能を備えている。
【００５５】
　この支持軸３６は放熱基体２３に対して、正面とこの正面の両側に形成される側面の３
面で放熱基体２３と熱的に接触する形状に形成されている。そして、側面は熱伝導面積を
より多くするために、軸方向先端に向かって傾斜面に形成されている。これによって、側
面の長さが長くなり熱伝導面積を多く確保できる。また、支持軸３６の正面と背面には固
定ボルトが挿通する挿通孔３７が形成されている。
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【００５６】
　図３、図５、図６において、放熱基体２３は熱伝導性の良いアルミ合金から作られてお
り、ほぼ直方体の形状に形成されている。この放熱基体２３は、基本的にはモータハウジ
ング２０の端面のほぼ中央付近、言い換えれば、ロータ部の回転軸の延長線上の領域を通
るように配置され、出力部２１とは反対側に向けて軸方向に延在するように配置されてい
る。この放熱基体２３を中心にして、後述する冗長系の電子制御基板が軸方向に配置され
るものである。この構成も本実施形態の大きな特徴の１つとなっている。
【００５７】
　そして、放熱基体２３の両側面２３Ｓの下側には支持軸３６が取り付けられる支持軸取
付部３８が形成されており、上側にはコネクタ取付部３９が形成されている。支持軸取付
部３８は、支持軸３６の正面と対向する面と側面に対向する面を備える凹部形状に形成さ
れており、この凹部形状の部分に支持軸３６が収納、配置されるものである。尚、支持軸
３６の正面と対向する面には固定ボルトがねじ込まれるボルト孔４０が形成されている。
【００５８】
　支持軸３６の側面に対向する支持軸取付部３８の面は、支持軸３６の側面に合わせて上
側に向けて狭まるような傾斜面に形成されている。これによって、放熱基体２３から支持
軸３６に向かう熱の熱伝導面積を大きく確保すると共に、放熱基体２３を支持軸３６に差
し込む時の案内を行うことができる。
【００５９】
　しかも、支持軸３６の側面と、これに対向する支持軸取付部３８の面とが傾斜面になっ
ているので、両者の夫々の面の密着が良くなり、支持軸３６と放熱基体２３の間の振れを
抑制することができる。これによって、放熱基体２３が無用な振動を行うことが抑制でき
るようになる。
【００６０】
　また、放熱基体２３の上側に形成したコネクタ取付部３９も、電源コネクタが係合する
形状に形成されている。これについては図８で説明する。
【００６１】
　図６は、図５に示している状態の放熱基体２３の側面２３Ｓの反対側の側面から見た放
熱基体２３の取り付け状態を示している。
【００６２】
　図６にあるように、放熱基体２３の支持軸取付部３８を、モータハウジング２０に形成
した支持軸３６に沿って下側に移動させていき、所定の位置に達すると固定ボルト４１に
よって、支持軸３６と放熱基体２３を強固に固定している。この状態で、放熱基体２３は
、モータハウジング２０の端面の中央付近を通る位置で固定されるようになる。尚、本実
施形態では放熱基体２３のモータハウジング２０の端面への取付面の長さを、後述する制
御回路基板２５、２７の大きさに合わせているので、放熱基体２３はモータハウジング２
０の端面の中央付近を横切るような形態で取り付けられている。
【００６３】
　そして、これによって、後述する電子制御基板からの熱を放熱基体２３に伝え、更に放
熱基体２３の熱を支持軸３６に伝えることができる。したがって、従来のようなＥＣＵハ
ウジングを用いることなく、電子制御基板からの熱をモータハウジング２０から放熱する
ことができるので、電動パワーステアリング装置自体の体格を小形にすることが可能とな
り、更には部品点数も少なくすることができるので、組み付け工数も併せて低減すること
ができる。尚、支持軸３６と放熱基体２３の接触部分は、熱的な接触を高めるため（界面
熱抵抗を小さくする）熱伝導性の良い接着剤、放熱シート、放熱グリース等の放熱機能材
を介装することもできる。
【００６４】
　図５に戻って、放熱基体２３の正面側に対応する基板取付面２３Ｆには、第１電力変換
回路基板２４、第１制御回路基板２５を固定する固定面が形成されている。図１、図８に
示しているように、放熱基体２３の正面側には第１電力変換回路基板２４が固定され、更
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にその上から第１制御回路基板２５が固定されるようになっている。
【００６５】
　同様に、放熱基体２３の背面側に対応する基板取付面２３Ｆには、第２電力変換回路基
板２６、第２制御回路基板２７を固定する固定面が形成されている。これも図１に示して
いるように、放熱基体２３の背面側には第２電力変換回路基板２６が固定され、更にその
上から第２制御回路基板２７が固定されるようになっている。
【００６６】
　第１電力変換回路基板２４、第２電力変換回路基板２６は、アルミニウム等の熱伝導性
の良い金属からなる金属基板上に、電力変換回路を構成する複数のＭＯＳＦＥＴからなる
パワースイッチング素子、及びこれの出力用の出力コネクタが設けられている。更に、第
１電力変換回路基板２４、第２電力変換回路基板２６には、電源回路を構成するコイル、
ＭＯＳＦＥＴよりなるスイッチング素子、各種コネクタ端子が設けられている。この第１
電力変換回路基板２４、第２電力変換回路基板２６には大きな電流をスイッチングするス
イッチング素子が多く実装されているので発熱量が多く、第１電力変換回路基板２４、第
２電力変換回路基板２６が主たる発熱源となっている。もちろん、第１制御回路基板２５
、第２制御回路基板２７からも熱が発生するが、これも放熱基体２３に放熱される構成と
なっている。これについては後述する。
【００６７】
　この第１電力変換回路基板２４、第２電力変換回路基板２６の金属基板は、図５、図６
に示すように、放熱基体２３の正面及び背面に形成した収納凹部４２に固定ボルトによっ
て固定されている。金属基板と収納凹部４２の間には、パワースイッチング素子が配置さ
れており、パワースイッチング素子と収納凹部４２の間には熱伝導性能を高めるために熱
伝導性の良い接着剤、放熱シート、放熱グリース等の放熱機能材が介装されている。
【００６８】
　尚、パワースイッチング素子を収納凹部４２とは反対側に配置して、金属基板と収納凹
部４２を接触させる構成としても良いことはいうまでもない。ただ本実施形態では、より
効率よくパワースイッチング素子の熱を放熱基体２３に伝えるため、パワースイッチング
素子と収納凹部４２とを接触する形態としている。
【００６９】
　このように、第１電力変換回路基板２４、第２電力変換回路基板２６を放熱基体２３に
形成した収納凹部４２に収納する構成とすることによって、第１電力変換回路基板２４、
第２電力変換回路基板２６が放熱基体２３内に収納される形態となって、電子制御部ＥＣ
が径方向に大型化するのを抑制するようにしている。
【００７０】
　更に、図８に示しているように、第１電力変換回路基板２４、第２電力変換回路基板２
６を覆うようにして、第１制御回路基板２５、第２制御回路基板２７が放熱基体２３の基
板取付面２３Ｆに固定ボルト４７によって固定されている。つまり、第１制御回路基板２
５、第２制御回路基板２７は、放熱基体２３の取付面２３Ｆに形成した収納凹部４２を取
り囲む取付平面部４４に固定ボルト４７によって固定されるものである。
【００７１】
　第１制御回路基板２５、第２制御回路基板２７は、合成樹脂等からなる樹脂基板上に、
電力変換回路のスイッチング素子等を制御するマイクロコンピュータ４８やその周辺回路
４９が実装されている。尚、本実施形態では第１制御回路基板２５、第２制御回路基板２
７に電源回路を構成する電解コンデンサ４３を搭載している。
【００７２】
　電解コンデンサ４３は体格的に形状が大きいので、上述した収納凹部４２に配置するこ
とが困難なため、第１制御回路基板２５、第２制御回路基板２７に実装するようにしてい
る。図１にあるようにカバー２９との空間が充分であるため、電解コンデンサ４３を配置
しても何ら問題ないものである。
【００７３】



(13) JP 2017-159771 A 2017.9.14

10

20

30

40

50

　ここで、収納凹部４２と取付平面部４４を結ぶ間には、第１制御回路基板２５、第２制
御回路基板２７を固定した場合に通路となる通路空間４５が形成されている。この通路空
間は収納凹部４２を空気によって冷却するために形成されている。このため、第１制御回
路基板２５、第２制御回路基板２７からの熱は、通路空間４５の空気に流れ、また、取付
平面部４４を通って放熱基体２３に流れるようになっている。
【００７４】
　放熱基体２３の固定側とは反対側の上端面には、図５にある通りコネクタ収納凹部４６
が形成されている。このコネクタ収納凹部４６は後述する電源コネクタの内側端が収納さ
れるものであり、位置決めの機能も有している。
【００７５】
　図７は支持部材３６と放熱基体２３の取付状態を示す断面である。モータハウジング２
０の端面には回転軸５０の出力部２１とは反対側の端部が位置しており、この端部には、
磁石保持部材５１が固定されており、この磁石保持部材５１の内部に、位置検出センサを
構成する位置検出用永久磁石５２が収納されている。この位置検出用永久磁石５２は、複
数の単位磁石が環状に形成されるように着磁されている。
【００７６】
　位置検出用永久磁石５２と位置検出回路基板２２の間には密閉板３３が配置されており
、この密閉板３３はモータハウジング２０の端面に固定されて、回転軸５０が配置されて
いる空間と位置検出回路基板２２側の空間を遮蔽している。これによって、回転軸５０が
配置されている空間と位置検出回路基板２２側の空間を液密的、或いは気密的に遮蔽する
ことが可能となる。
【００７７】
　したがって、回転軸５０を伝わって侵入してくる水分が、電子制御基板が配置されてい
る空間に移動するのを遮断することができ、電子制御基板に実装されている電子部品等に
水分による悪影響が及ぶのを抑制することができる。もちろん、電動モータの回転によっ
て生じる微細塵が侵入するのを抑制することも可能である。これによって電子部品の故障
を避けるという効果を奏することもできる。
【００７８】
　尚、位置検出回路基板２２に水分の侵入を検出するセンサを配置して、水分が侵入した
ことを検出することも可能である。本実施形態では、モータハウジング２０とカバー２９
の突き合せ面でしか結合部が形成されないので、この部分での水の侵入が想定される。し
たがって、位置検出回路基板２２がモータハウジング２０の端面付近に固定されるので、
この位置検出回路基板２２に水分を検出するセンサを配置すれば、最も早く水分の検出が
可能となる。
【００７９】
　また、ＧＭＲ素子５３は、位置検出回路基板２２の位置検出用永久磁石５２側の面に実
装されており、位置検出用永久磁石５２と対向する位置に配置されている。したがって、
ＧＭＲ素子５３はモータハウジング２０に一体的に組み付けられることになる。つまり、
位置検出用永久磁石５２が固定された回転軸５０は、モータハウジング２０の端面によっ
て支持されており、また、ＧＭＲ素子５３を実装した位置検出回路基板２２もモータハウ
ジング２０の端面に固定されている。このため、モータハウジング２０の端面で位置検出
用永久磁石５２と位置検出回路基板２２の位置が決められるので、ＧＭＲ素子５３の組み
付け精度が向上し、正確な検出信号を得ることが可能となる。
【００８０】
　また、図７において、放熱基体２３の支持軸取付部３８が支持軸３６に挿入、配置され
た状態で、固定ボルト４１は径方向外側から内側に向けて、支持軸３６を通って放熱基体
２３にねじ込まれ、支持軸３６と放熱基体２３が強固に固定されている。
【００８１】
　ここで、この固定ボルト４１の固定方向も本実施形態の大きな特徴であるがある。本実
施形態では、固定ボルト４１は径方向外側から内側に向けて、支持軸３６を通って放熱基
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体２３にねじ込まれている。これによって、電子制御部ＥＣの小径化を図ることが可能と
なっている。この種の固定方法は、放熱基体２３の外周に取り付けフランジを形成し、こ
の取付フランジとモータハウジング２０の外周を固定ボルトで固定するのが一般的によく
知られている。しかしながら、このように外周側で固定すると、この分だけ余計に径方向
に大型化する傾向にある。
【００８２】
　これに対して、本実施形態では放熱基体２３とカバー２９によって形成される空間を利
用し、この空間に固定ボルト４１が位置するようにしたものである。したがって、固定ボ
ルト４１は、径方向外側から内側に向けて、支持軸３６を通って放熱基体２３にねじ込ま
れるので、外周側で固定されないものとなる、これによって、電子制御部ＥＣの小径化を
図ることが可能となっている。
【００８３】
　また、２つの支持軸３６はモータハウジング２０で片持ち梁となっているので、放熱基
体２３と支持軸３６を固定ボルト４１で固定したときに、支持軸３６は若干の撓みをもっ
て固定されることになる。これによって固定ボルト４１のネジ山に常に軸方向の荷重が作
用するので、固定ボルト４１の緩みを抑制することができる。
【００８４】
　モータハウジング２０に放熱基体２３が固定されると、次に冗長系の電子制御基板が取
り付けられる。
【００８５】
　図８において、第１電力変換回路基板２４、第２電力変換回路基板２６の金属基板は、
放熱基体２３の正面及び背面に形成した収納凹部４２に固定ボルトによって固定されてい
る。尚、この図８では、第１制御回路基板２５、第２制御回路基板２７が組み付けられて
いるため、表示されていない。第１電力変換回路基板２４、第２電力変換回路基板２６が
、放熱基体２３に形成した収納凹部４２に収納される構成とすることによって、第１電力
変換回路基板２４、第２電力変換回路基板２６が放熱基体２３内に収納される形態となっ
て、電子制御部ＥＣが径方向に大型化するのを抑制できるものである。
【００８６】
　更に、第１電力変換回路基板２４、第２電力変換回路基板２６を覆うようにして、第１
制御回路基板２５、第２制御回路基板２７が放熱基体２３の基板取付面２３Ｆに固定ボル
ト４７によって固定されている。第１制御回路基板２５、第２制御回路基板２７には、電
源回路に使用される電解コンデンサ４３、電力変換回路のスイッチング素子等を制御する
マイクロコンピュータ４８、その周辺回路４９が実装されている。
【００８７】
　放熱基体２３の上端面には、電源コネクタ２８が取り付けられ、図５に示すコネクタ取
付部３９で固定ボルト５６によって固定されている。電源コネクタは図示しないケーブル
によって車載バッテリに接続されている。したがって、電源コネクタ２８から供給された
電力は、第１電力変換回路基板２４、第１制御回路基板２５、第２電力変換回路基板２６
、第２制御回路基板２７に与えられ、更に電動モータに与えられて電動モータが駆動され
るものである。更に、この後にカバー２９が電子制御部ＥＣを密閉するように、モータハ
ウジング２０の端面に固定される。
【００８８】
　このように、放熱基体２３の正面に第１電力変換回路基板２４、第１制御回路基板２５
を設け、放熱基体２３の背面に、第２電力変換回路基板２６、第２制御回路基板２７を設
けることによって、通常では、第１電力変換回路基板２４、第１制御回路基板２５が動作
している状態で発生した熱の一部は、放熱基体２３を介して第２電力変換回路基板２６、
第２制御回路基板２７に溜められるので、第１電力変換回路基板２４、第１制御回路基板
２５の熱を効率よく逃がすことができる。もちろん、これ以外に多くの熱は放熱基体２３
を介してモータハウジング２０から放熱されることはいうまでもない。
【００８９】
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　また、第１電力変換回路基板２４、第２電力変換回路基板２６の各相の出力端子５４が
放熱基体２３の間の位置検出回路基板２２の上面から径方向外側に突出されており、この
各相の出力端子５４が各相の巻線の入力端子３０に接続されている。このように、開口３
２から突出した巻線の入力端子３０は引き回すことなく、直接的に各相の出力端子５４と
開口３２付近で接続されるので、余分な引き回しのための空間を必要としないものである
。これによって、電子制御部ＥＣの小径化が図れるものである。
【００９０】
　また、各相の中性端子３１は回転位置検出回路基板２２の基板上で配線パターンによっ
て接続されて中性点を形成している。同様に、もう一方の系の各相の中性端子３１も回転
位置検出回路基板２２の基板上で配線パターン５５によって接続されて中性点を形成して
いる。主電子制御手段及び副電子制御手段の各相の中性端子３１を、回転位置検出回路基
板２２の基板上で配線パターン５５によって接続しているので、各相の中性端子３１を引
き回すことがなく構成が極めて簡単となる。更に加えて、各相の入力端子３０を夫々の電
力変換回路基板２４，２６まで引き回す必要がないので、この引き回すための空間も必要
が無いので、電子制御部ＥＣの小径化が更に図れるものとなる。
【００９１】
　そして、このようにして組み付けられた電子制御部ＥＣにおいては、特に第１電力変換
回路基板２４（或いは、第２電力変換回路基板２６）で発生した熱の一部は、放熱基体２
３を介して第２電力変換回路基板２６（或いは、第１電力変換回路基板２４）に溜められ
、また、放熱基体２３に伝達された熱の多くは支持軸３６を通ってモータハウジング２０
に移動して放熱される。
【００９２】
　以上で説明した構成においては、放熱基体２３の正面側に対応する基板取付面２３Ｆに
は、第１電力変換回路基板２４、第１制御回路基板２５を固定する固定面が形成され、放
熱基体２３の背面側に対応する基板取付面２３Ｆには、第２電力変換回路基板２６、第２
制御回路基板２７を固定する固定面が形成されている。そして、放熱基体２３の正面側に
対応する基板取付面２３Ｆと放熱基体２３の背面側に対応する基板取付面２３Ｆは、互い
にほぼ平行な状態に形成されている。したがって、第１電力変換回路基板２４、第１制御
回路基板２５と第２電力変換回路基板２６、第２制御回路基板２７もほぼ平行に配置され
ている。
【００９３】
　しかしながら、電子制御手段の電子部品で発生した熱を効率よく逃がすためには、電子
部品から発生した熱を素早く溜める基板の熱容量が大きいことが有利である。更に、一方
の電子制御手段（例えば、主電子制御手段）で発生した熱を効率よく逃がすためには、他
方の電子制御手段（例えば、副電子制御手段）の熱を溜める容量が大きいことが有利であ
る。同様の理由で、電子制御手段で発生した熱を効率よく逃がすためには、放熱基体２３
との接触面積が大きいことが有利である。このような理由から、本実施形態として次のよ
うな構成を採用しており、この構成も本実施形態の大きな特徴である。
【００９４】
　本実施形態では、先ず第１制御回路基板２５と第２制御回路基板２７を、放熱基体２３
に傾斜して取り付け、第１制御回路基板２５と第２制御回路基板２７の基板面積を大きく
して熱を溜める容量を大きくしている。更に、第１電力変換回路基板２４、第２電力変換
回路基板２６を、放熱基体２３に傾斜して取り付け、第１電力変換回路基板２４、第２電
力変換回路基板２６の接触面積を大きくして熱を素早く放熱基体２３に逃がすようにして
いる。
【００９５】
　図９において、第１制御回路基板２５と第２制御回路基板２７は、放熱基体２３に対し
て下側に向けて互いに広がるような傾斜を有して取り付けられている。このように第１制
御回路基板２５と第２制御回路基板２７を傾斜させると、図３にあるように、第１制御回
路基板２５と第２制御回路基板２７を略平行に配置させた場合に比べて、基板面積を大き
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くできる。したがって、この大きくなった分だけ余分に熱を溜めることができるので、基
板上の電子部品で発生した熱は、素早く基板に逃がすことができ、電子部品の耐熱性を向
上することができる。
【００９６】
　また、放熱基体２３の正面に第１電力変換回路基板２４、第１制御回路基板２５を設け
、放熱基体２３の背面に、第２電力変換回路基板２６、第２制御回路基板２７を設けてい
るので、通常では、第１電力変換回路基板２４、第１制御回路基板２５が動作している状
態で発生した熱の一部は、放熱基体２３を介して第２電力変換回路基板２６、第２制御回
路基板２７に溜められるので、第１電力変換回路基板２４、第１制御回路基板２５の熱を
素早く効率よく逃がすことができる。
【００９７】
　また、第１制御回路基板２５と第２制御回路基板２７を傾斜させることによって、第１
制御回路基板２５と第２制御回路基板２７はカバー２９の内周面との距離が短くなり、第
１制御回路基板２５と第２制御回路基板２７からの熱がカバー２９に伝わり易くなって、
カバー２９からの熱の放散量を増やすことができる。
【００９８】
　次に、図９では示していないが、第１制御回路基板２５と第２制御回路基板２７の傾斜
に合わせて、放熱基体２３の形状が下側に向けて互いに広がるような傾斜を有するように
し、第１電力変換回路基板２４、第２電力変換回路基板２６を、放熱基体２３の傾斜部分
に傾斜して取り付けることもできる。このように、第１電力変換回路基板２４、第２電力
変換回路基板２６を傾斜させると、図３にあるように、第１電力変換回路基板２４、第２
電力変換回路基板２６を略平行に配置させた場合に比べて、放熱基体２３との接触面積を
大きくできる。したがって、この大きくなった分だけ熱を素早く放熱基体２３に逃がすこ
とができるので、電子部品の耐熱性を向上することができる。
【００９９】
　このように、本実施形態においては、電動モータの回転軸方向に沿って延びる放熱基体
に、これも軸方向に沿って延びる電子制御手段の基板を熱伝導可能に固定することで、電
動駆動装置の半径方向の大きさを縮小する小型化することができる。また、夫々の基板か
らの熱が放熱基体を介して電動モータ部のハウジングに放熱されるので、小型化した場合
であっても基板からの熱を効率よく外部に放熱することができる。
【０１００】
　また、開口から突出した巻線の入力端子は引き回すことなく、直接的に各相の出力端子
と開口付近で接続されるので、余分な引き回しのための空間を必要としないものである。
これによって、電子制御部の小径化が図れるものである。
【０１０１】
　以上述べた通り、本発明は機械系制御要素を駆動する電動モータが収納されたモータハ
ウジングと、電動モータの回転軸の出力部とは反対側の前記モータハウジングの端面に固
定され、出力部とは反対側の回転軸方向に延びる放熱基体と、放熱基体が延びる方向に沿
って配置され、放熱基体に熱伝導可能に取り付けられた基板を備える冗長系の一方の電子
制御手段と、放熱基体が延びる方向に沿って配置され、放熱基体に熱伝導可能に取り付け
られた基板を備える冗長系の他方の電子制御手段と、放熱基体とモータハウジングの間に
配置され、電動モータのロータ磁極位置情報を検出する検出素子が設けられている共に、
電動モータの各相の中性端子の夫々が接続された回転位置検出回路基板を備えている構成
とした。
【０１０２】
　これによれば、電動モータの回転軸方向に沿って延びる放熱基体に、これも回転軸方向
に沿って延びる電子制御部の基板を熱伝導可能に固定することで、電動駆動装置の半径方
向の大きさを縮小して小型化することができる。また、夫々の基板からの熱が放熱基体を
介して電動モータ部のハウジングに放熱されるので、小型化した場合であっても基板から
の熱を効率よく外部に放熱することができる。更に、電動モータの各相の中性端子の夫々
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めて簡単となる。更に加えて、引き回すための空間も必要がなくなり電子制御部の小径化
が図れるものとなる。
【０１０３】
　尚、本発明は上記した実施例に限定されるものではなく、様々な変形例が含まれる。例
えば、上記した実施例は本発明を分かりやすく説明するために詳細に説明したものであり
、必ずしも説明した全ての構成を備えるものに限定されるものではない。また、ある実施
例の構成の一部を他の実施例の構成に置き換えることが可能であり、また、ある実施例の
構成に他の実施例の構成を加えることも可能である。また、各実施例の構成の一部につい
て、他の構成の追加・削除・置換をすることが可能である。
【符号の説明】
【０１０４】
　２０…モータハウジング、２１…出力部、２２…位置検出回路基板、２３…放熱基体、
２４…第１電力変換回路基板、２５…第１制御回路基板、２６…第２電力変換回路基板、
２７…第２制御回路基板、２８…電源コネクタ、２９…カバー、３０…巻線の入力端子、
３１…中性端子、３２…開口、３３…密閉板、３４…固定ボルト、３５…磁気シールド板
、３６…支持軸、３７…挿通孔、３８…支持軸取付部、３９…コネクタ取付部、４０…ボ
ルト孔、４１…固定ボルト、４２…収納凹部、４３…電解コンデンサ、４４…取付平面部
、４５…通路空間、４６…コネクタ収納凹部、４７…固定ボルト、４８…マイクロコンピ
ュータ、４９…周辺回路、５０…回転軸、５１…磁石保持部材、５２…位置検出用永久磁
石、５３…ＧＭＲ素子、５４…出力端子、５５…配線パターン、ＥＭ…電動モータ部、Ｅ
Ｃ…電子制御部。

【図１】

【図２】

【図３】
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